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Ａ．研究目的 

災害時にはアレルギー疾患患者は要配慮者であ

り、行政の果たす役割は大きい。しかしながら、行

政のアレルギー対応は端緒についたばかりであり、

今後の課題は多いと考えられる。災害時のアレルギ

ー患者に対するよりよい対応を行うための方策を立

てるには、行政のアンメットニーズを正確に把握す

ることが必要である。令和２年度は、行政のアンメ

ートニーズを調査し、災害時に役に立つツールを作

成する基礎情報を収集する目的で、全国の自治体に

対して２つのアンケート調査を行った。以下、２つ

のアンケート調査、Ⅰ 災害時の「アレルギー疾患

対応の経験」に関するアンケート調査、Ⅱ 災害時

の「アレルギー疾患に対しての備え」に関するアン

ケート調査について報告する。 

 

 

 

Ｂ．研究方法 

Ⅰ 災害時の「アレルギー疾患対応の経験」に関す

るアンケート調査 

2015年 1月～2020年 7月に災害救助法が適用さ

れた自治体に対してアンケート調査を行った。内閣

府ホームページの災害救助法の適用状況(1)に記載

のある全市町村にアンケートを郵送し、「災害救助

法が適用された災害あり」と回答したものを有効回

答とした。複数の災害に被災している場合は被害が

最も大きかった災害について回答するものとした。

回答期間は 2021年 1月 8日〜2月 12日とした。 

 

Ⅱ 行政における災害時の「アレルギー疾患に対し

ての備え」に関するアンケート調査 

全国自治体(市町村及び特別区)1741から無作為に

25%抽出した 435自治体を対象にアンケートを郵送

した。アンケートの回答期間は 2021年 1月 8日〜2

月 12日とした。 

研究要旨： 過去 5年以内に災害救助法が適用された市町村を対象にした災害時のアレルギ

ー疾患対応の経験に関するアンケート調査（Ⅰ）とランダムに抽出した市町村を対象にした

災害時のアレルギー疾患に対しての備えに関するアンケート調査（Ⅱ）を行った。Ⅰでは、

災害時の具体的な問題点や要望を拾い上げることができた。情報を必要としている自治体が

多い反面、既存の災害時のアレルギー対応に関する資料が活用されていない実態も判明し

た。Ⅱでは、多くの自治体でアレルギー対応食の備蓄が準備されているなど対策が進められ

ていることがわかった一方で、備蓄情報があまり公開されていない、部署間の情報共有が不

十分、長期の被災生活が想定されていないなど細部は不十分であることが判明した。今後、

これらの情報をもとに、詳細なニーズを把握し、災害時に有効に活用できるツールを作成す

ることが重要であると考えられた、 
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（倫理面への配慮）本研究は「人を対象とする医学

系研究に関する倫理指針」には該当しないが、宮城

県立こども病院倫理委員会の方針により審査を行

い、承認を得た（承認番号 宮こ倫理第 505号）。 

 

Ｃ．研究結果 

Ⅰ 災害時の「アレルギー疾患対応の経験」に関す

るアンケート調査 

848 の市町村にアンケートを送付し、返信のあった

395 のうち「災害救助法が適用された」と回答した

323 を解析対象とした。 

 

1. 回答自治体の背景 

災害内容は地震が 67（20.5%）、水害が 249

（77.3%）、豪雪が 6（1.8%）、噴火が 1（0.3%）であ

った（図１）。平成 30年以降は台風や豪雨といった

水害が増加する傾向があった。 

 

 

図１ 貴地域で、2015年（平成 27年）以降に災害

救助法が適用された災害がありますか/あり/災害内

容 

 

2. 被害状況 

停電が 160（49%）と約半数で認められた。73.1%

が 3日以内に復旧したが、19.4%が 4日以上を要し

た。上水道は 32.2%で障害があり、復旧までに要し

た期間は 3日以内が 39.4%、4～7日が 17.3%、8～30

日が 21.2%、31日以上が 14.4%であった。ガスは

4.3%で障害があり、復旧までに要した期間は 3日以

内が 35.7%、4～7日が 42.9%、8～30日が 14.3%、31

日以上が 7.1%であった。 

 情報伝達の障害があったと回答したのは 100

（31％）であった。障害内容は、携帯電話 60%、固

定電話 68%、デレビ・ラジオ 29%、有線放送 12%、イ

ンターネット 41%、防災行政無線 33%であった（複

数回答）。  

水や食料備蓄が不足したと回答したのは 36

（11.15%）であり、このうち水と食料のいずれも不

足したのが半数以上に認められた。 

 

3. アレルギー対応食の備蓄・供給の状況 

アレルギー対応食品、アレルギー用ミルクは不足

しなかったと回答したのが 252（78%）と多数であっ

たが、備蓄していない自治体も 17％あった。不足し

たと回答したのは 2件で、アレルギー対応食の不足

であった（図２）。ここ 5年間の災害では流通が比

較的早く回復したため、不足する場合が少なかった

と推測した。アレルギー対応食品やアレルギー用ミ

ルクの供給があったと回答したのは 11.8%で、供給

元は、国や他の自治体が 15、企業・財団が 6、栄養

士会が 1、ボランティア団体が 4、個人が 4であっ

た（複数回答）。 

 

 
図２ その災害で、アレルギー対応の備蓄食品やア

レルギー用ミルクは不足しましたか 

 

アレルギー対応食品の備蓄について、災害担当部

署と保健活動担当部署間で情報共有を行っているも

のは約半数にとどまった（図３）。 

 

 

21%

77%

2% 0%

問1 貴地域で、2015年（平成27年）以降に災

害救助法が適用された災害がありますか/あり

/災害内容

地震

台風・洪水

豪雪

噴火

78%

1%
17%

2% 2%

問7 その災害で、アレルギー対応の備蓄

食品やアレルギー用ミルクは不足しまし

たか

不足しなかった

不足した

備蓄していなかった

わからない

無回答
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図３ アレルギー対応食品やアレルギー用ミルクの

備蓄量・備蓄場所について、災害担当部署と保健活

動担当部署で協議など、情報共有をしていますか 

 

4. 避難所の状況 

災害が発生した時点では自治体の 88.2%が避難所

を設置したが、このうち福祉避難所や「要配慮者を

受け入れる目的の避難所」を設置した自治体は

52.9％にとどまった。アンケート回答の時点では災

害時に要配慮者を受け入れる福祉避難所となる施設

があると回答したのは 94.1%で、被災経験やガイド

ライン(2)の普及から設置が進んだと考えられた。 

避難所でペットの配慮が必要であった自治体が約

1/4、禁煙を実施した自治体が 40.9%だった。避難所

で食料や食事を提供する際に、食物アレルギー患者

への対策を講じた自治体は 37.7%にとどまった（図

４）。全体の 20～30%の自治体がアレルギー疾患を有

する避難者の情報把握を行っており（図５）、方法

は紙媒体の問診票が 86.4%と最も多かった。 

 

 

図４ 避難所で食料や食事（炊き出し、弁当を含

む）の提供を行う際に食物アレルギーを有する避難

者に配慮した準備をしていますか 

 

図５ 災害時に避難所で、以下のアレルギー疾患を

有する避難者の情報を把握していますか 

 

5. アレルギー疾患への対応 

 被災中に対応に困った自治体は、食物アレルギー

が 3.4％、アトピー性皮膚炎が 0.9％、気管支喘息

が 1.6％、アレルギー性鼻炎・結膜炎が 1.6％であ

った。内容は、食事をとれず困っている方がいた、

何を食べさせてよいかわからなかった、患者が薬剤

を持参していなかった、重症度がわからなかったな

ど多岐にわたった。 

 アレルギー疾患への対応として工夫したことがあ

ると回答した自治体は、食物アレルギーで 10.5％、

アトピー性皮膚炎で 2.2%、気管支喘息で 7.7%であ

った。具体的には、ウェットティッシュの配布、医

師の巡回診察、シャワーなどの手配、清掃の徹底、

医療機関と連携しての吸入対応等であった。アレル

ギー対応に関して自治体に要望があったと回答した

のは 2.5%と少数であった。被災した経験を生かして

講じられた、あるいは講じることになった対策はア

レルギー対応食の備蓄が 50.8%と最多であり、自助

の啓発が 11.5%、避難所禁煙化が 9.6%、地域医療機

関との連携が 4.6%、災害医療従事者との連携が

4.6%、入浴施設の確保が 2.2%、日本栄養士会との連

携が 1.9%と続いた。その他、食料支給の際のアレル

ギー品目表示、ペット受け入れの見直し、職員対象

のアレルギー研修会の開催などがあった。 

 

47%52%

1%

問13 アレルギー対応食品やアレルギー用

ミルクの備蓄量・備蓄場所について、災害

担当部署と保健活動担当部署で協議など、

情報共有をしていますか

している

していな

い

無回答

38%

61%

1

問14 避難所で食料や食事（炊き出し、

弁当を含む）の提供を行う際に食物アレ

ルギーを有する避難者に配慮した準備を

していますか

準備して

いる

準備して

いない

無回答

101 86 83 82

218
204 207 207

4
33 33 34

0%

20%

40%

60%

80%

100%

問22 災害時に避難所で、以下のアレル

ギー疾患を有する避難者の情報を把握し

ていますか

している していない 無回答

食物アレ

ルギー

気管支

喘息
アトピー性

皮膚炎

アレルギー

性鼻炎・結

膜炎
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6. 感染症の対応 

アレルギー疾患に関連して感染症対策において、

困っていることがあると回答したのが 23（7.1%）で

あった。内容は、ワクチン接種の可否、アレルギー

による副反応、アルコール過敏の方の対応などワク

チンに関連したものが多かった。また、新型コロナ

ウイルス感染症対応のための人員不足や対応職員の

負担増加を指摘する記載があった。 

 

7. アレルギー関連情報の提供 

災害時のアレルギー疾患に関する情報の望ましい

行政への提供手段に関しては、複数回答で印刷物が

48.3%、電子パンフレットが 75.2%、Webサイトが

62.9%となった（図６）。自由記載で、メールによる

情報提供や、平時の自治体向け説明会の希望があっ

た。望ましい相談場所は、複数回答で地域の基幹病

院 76.5%、地域の医師会 59.1%、学会など専門医の

窓口 30.0%であった（図７）。自由記載では保健所、

保健福祉事務所も挙げられた。「地域内でアレルギ

ーに対応できる医師の情報が欲しい」との記載もあ

った。 

 

 

図６ 自治体向けの災害時アレルギー疾患に関連す

る情報はどのような形で提供されるのが望ましいで

すか 

 

図７ 災害時のアレルギー疾患に関する相談窓口と

して、自治体からどこに相談できると助けになりま

すか 

 

8. 学会等への要望 

 自助の啓発、自治体で在庫確保が難しい特別用途

食品の提供のための連携、アレルギーに対応した非

常食の選び方に対する助言、各自治体へのエピペン

の配備、エピペンを所持している避難者の相談窓

口、具体的な危機管理に関する啓発、財政的支援な

ど多彩な要望があった。最低限実施しなければなら

ない事項を明確にし、優先順位をつけて欲しいとい

った実際的な要望もあった。災害時に限らず、アレ

ルギーに詳しい医師が少ないといった指摘もあっ

た。 

 

Ⅱ 行政における災害時の「アレルギー疾患に対し

ての備え」に関するアンケート調査 

 回答総数は 186（43%）で、所在地は北海道東北地

方 51、関東甲信越地方 35、東海北陸地方 31、近畿

地方 17、中国四国地方 18、九州地方 17だった。自

治体の規模は人口 5千人未満 31、5千人〜1万人未

満 28、1万人〜2万人未満 25、2万人〜5万人未満

38、5万人〜10万人未満 31、10万人〜20万人未満

15、20万人以上 4、保健所設置都市 7であった。 
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問25 自治体向けの災害時アレルギー疾患

に関連する情報はどのような形で提供され

るのが望ましいですか

紙（印刷されたパンフレッ

トや冊子）

PDF（スマートフォン、タ

ブレット、パソコンで見ら

れる電子パンフレット）

特設のwebサイト（イン

ターネットにアクセスして

閲覧できるホームページ）

その他

無回答
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16 11

0

50

100

150

200

250

300

問26 災害時のアレルギー疾患に関する相

談窓口として、自治体からどこに相談でき

ると助けになりますか

学会など専門医の窓口

地域の基幹病院（災害拠点病

院・アレルギー拠点病院もし

くはそれに準じた総合病院）
地域の医師会

その他

無回答
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1. 回答自治体の背景 

過去 5年に災害救助法が適用された災害の経験が

ある自治体は 86(46.2%)だった。内訳は地震が

16.3%、台風・洪水が 73.3%、豪雪が 5.8%、噴火が

1.2%であった。  

  

2. アレルギー対応食品の備蓄 

アレルギー用ミルク備蓄を行っている自治体は

32%、備蓄予定・現在検討中の自治体が 21%、予定な

し 47%だった（図８）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８ 自治体でアレルギー用ミルクの備蓄はしてい

ますか 

 

備蓄量の根拠（有効回答数 95）は、特に根拠はな

い場合が 43%と最多で、アレルギー患者数や過去の

災害記録から独自に算出した自治体が 13%、学会な

どのガイドラインを参考にした自治体が 16%、その

他(乳児数をもとに決定、保健師と相談し決定等)が

36%だった（図９）。地域のアレルギー専門医や小児

科専門医と相談して決定した自治体は 0%だった。日

本小児アレルギー学会が 2015年と 2018年に行った

大規模災害対策におけるアレルギー用食品の備蓄に

関する提案(3)を参考にしていた自治体は 16%と少な

かった。 

 

図９ アレルギー用ミルクの備蓄量についてどのよ

うに決めましたか/決める予定ですか 

 

アレルギー対応食品備蓄を行っている自治体は

75%、備蓄予定・現在検討中が 8%、予定なしが 16%

だった（図１０）。 

 

 

図１０ 自治体でアレルギー対応食品を備蓄してい

ますか 

 

アレルギー用ミルク、アレルギー対応食品の備蓄

を行っている、あるいは予定である自治体のうち備

蓄場所が決まっている自治体が 86%、決まっていな

い自治体が 10%だった。決まっていると答えた自治

体のうち、指定されているすべての避難所としてい

るのが 14%、特定の避難所が 44%、避難所以外の食

糧保管施設が 47%、その他（本庁や備蓄倉庫）が

16%だった。備蓄内容や備蓄場所について住民に公

表している自治体は 13%にとどまった（図１１）。公

表方法は、自治体ホームページが 38%、紙媒体のパ

ンフレットが 9.5%、防災センターなどの施設が

5%、その他が 11/21(52%)だった（複数回答）。 

12.6%

15.8%

43.2%

35.8%

1.1%

問4 アレルギー用ミルクの備蓄量につい

てどのように決めましたか/決める予定で

すか 自治体のアレルギー患者数

や過去の災害記録などから

概算を出した
学会などのガイドラインを

参考にした

地域のアレルギー専門医や

小児科専門医と相談して決

定した
特に根拠はない

その他

無回答

75.3%

8.1%

16.1%

0.5%

問5 自治体でアレルギー対応食品を備蓄

していますか

している

していないが、準備・

検討している

予定していない

無回答

31.5%

21.2%

47.3%

問3 自治体でアレルギー用ミルクの備蓄

はしていますか

している

していないが、準備・検

討している

予定していない
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図１１ 自治体の住民に対してアレルギー用ミルク

やアレルギー対応食品の自治体の備蓄について公表

していますか 

 

アレルギー対応食品の備蓄量・場所についての災

害担当部署と保険担当部署で情報共有を行っている

自治体は 40%、行っていない自治体は 60%だった。

流通備蓄内のアレルギー対応食品の有無に関して

は、含まれていると回答した自治体は 31%、含まれ

ていないと回答した自治体は 65%だった。アレルギ

ー対応食品の自助に関して、啓発活動を行っている

とした自治体は 23%、していない自治体は 77%だっ

た。 

 

3. アレルギー対応食品提供のための準備状況 

準備していると回答した自治体は 16%と少なかっ

た。そのうち、食材の原材料を表示するための資材

は 22%、資材はないが原材料を掲示するように取り

決めている自治体は 41%、食物アレルギーを有する

避難者がわかるカードやビブスを置いている自治体

は 26%だった。41%が食物アレルギー患者とわかる 4

ツールを希望していた。 

支援物資の受け取り場所が決まっている自治体が

51%、決まっていない自治体が 49%だった。決まって

いる自治体のうち受け取り場所は、事前に指定して

いる一般避難所が 12%、福祉避難所が 1%、役所など

自治体の機関 57%、その他（備蓄拠点・配送拠点な

ど）33%だった（複数回答）。 

備蓄・救援物資の分配方法は、特に決まっていな

い自治体が 68%、要望を受けたらその都度分配する

自治体 24%、指定している場所に取りに来てもらう

が 7%、その他が 3%だった（図１２）。その他の内容

として、備蓄食すべてをアレルギー除去食品として

いるため分配することを想定していないという自治

体も多かった。 

 

 
図１２ アレルギー用ミルクやアレルギー対応食品

の備蓄・救援支援物資をどのように分配するか決ま

っていますか 

 

避難所におけるアレルギーの情報収集について

は、食物アレルギーについてしている/予定がある

と回答した自治体は 55%だった。情報の内容は原因

食品についてが 65%、エピペンなどの所持薬物につ

いてが 41%だった(複数回答)。気管支喘息について

情報収集している/予定があると回答した自治体は

45%、アトピー性皮膚炎について情報収集している

自治体が 44%、アレルギー性鼻炎について情報収集

している自治体が 44%だった。情報収集方法につい

ては、直接聞き取りが 96/104(92%)、紙の問診票が

89%、スマートフォンやインターネット経由が 1%、

その他（避難者名簿への記載など）が 31%だった

（複数回答）。 

 

4. アレルギー対応可能な医療機関等の情報 

 アレルギー対応可能な医療機関をリストアップし

ている自治体はわずか 3(2%)だった（図１３）。 

13.0%

83.2%

3.7%

問7 自治体の住民に対してアレルギー用

ミルクやアレルギー対応食品の自治体の備

蓄について公表していますか

している

していない

無回答

23.7%

7.0%

68.3%

3.2% 2.2%

問15 アレルギー用ミルクやアレルギー対

応食品の備蓄・救援支援物資をどのように

分配するか決まっていますか

アレルギー疾患を有する住

民からの要望を受けたら、

その都度配布する

指定している場所に備蓄・

救援支援物資を集め、アレ

ルギー疾患を有する住民に

取りに来てもらう

特に決まっていない

その他

無回答
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図１３ 被災時にアレルギー疾患の対応が可能な病

院・医院のリストなどを作成していますか 

 

5. アレルギーに関する知識・情報の取得 

 ボランティアや職員のアレルギー疾患の知識につ

いては、全員に一定の知識が必要であると回答した

自治体は 58%、専門的な知識をもつ人が一部必要で

あると回答した自治体は 40%だった。知識を得る方

法は、定期的な研修会が 40%、最低限の知識を理解

する冊子が 74%、最低限の知識を理解する動画が

33%であった（複数回答）。その他、災害時アレルギ

ー疾患対策として必要な情報としては（自由記

載）、ガイドラインのような避難所運営マニュアル

（チェックリスト）や一般的なアレルギー疾患マニ

ュアル、過去の経験集といった回答が多かった。自

治体向け災害用資料として望ましい形態は、紙媒体

が 54%、 PDFが 73%、webサイト 58%と複数にわたっ

ており、多種のマニュアルの準備が必要と思われた

（複数回答）。多くの自治体がアレルギー疾患の基

本的な知識を求めていた。加えて災害未経験の自治

体の多くが、アレルギー患者がどのように困るかが

わからないなど回答し、実際の事例集など具体的な

ものを求めていた。日本アレルギー学会と厚生労働

省が管轄しているアレルギーポータル(4)にはアレ

ルギー疾患の基本的な知識や自治体向けのアレルギ

ー用食品の備蓄に関する提案なども組み込まれてい

るが、活用している自治体は少なかった。 

 

Ｄ．考察 

Ⅰ 災害時の「アレルギー疾患対応の経験」に関する

アンケート調査 

既存の災害時のアレルギー疾患対応に関する資料

は、医療者や避難者に向けての情報提供が主であ

り、避難所を運営する自治体を対象とする資料はほ

とんどない。今回、比較的短期間で復旧する災害が

多数であり、主に被災慢性期に問題となるアレルギ

ー対応に関して困ったケースは必ずしも多くなかっ

たが、現在の状況と具体的な問題点、必要な情報や

各自治体の要望などが明らかなり、今後の災害対応

を考えるうえで貴重な情報になったと考える。しか

しながら、現時点での解析は不十分で、今後さら

に、災害の種類、復旧までの時間、自治体の規模、

地理的条件、疾患の種類、年齢など複数の条件で層

別化し、詳細な解析を行い、より細かい行政のニー

ズを抽出することが必要である。解析結果は、ツー

ル作成班に提供し、きめ細やかな対応のできるツー

ルを作成するのに役立てる予定である。 

今後の課題を下記に列挙する。 

・既存のパンフレットのまとめと自治体への周知 

・紙、電子パンフレット、特設サイト等、複数の形態

での情報提供 

・有事、平時におけるアレルギー相談窓口の紹介 

・アレルギー疾患を有する避難者の情報把握の推奨 

・アレルギー用ミルクとアレルギー対応食の備蓄の

推進と連携 

・避難所における食事提供の際の食物アレルギー対

応の準備 

・アレルギー対応食の備蓄、選び方、表示の見方、対

象となる避難者について情報提示 

・災害時のアレルギー疾患の事故事例や困った事例

の紹介 

・災害時に最低限実施しなければならない事項と、そ

の優先順位の提示 

・医療機関での対応が必要とされる判断の具体的な

目安の提示 

 

Ⅱ 災害時の「アレルギー疾患に対しての備え」に関

するアンケート調査 

新型コロナウイルス感染症の蔓延中で関係部署が

多忙であったにもかかわらず、半数近くの自治体か

ら回答を得られた。このことからも自治体の災害時

アレルギー疾患対応についての関心が高いと考えら

れた。食物アレルギー対応の備蓄をしている割合が

1.61%

96.77%

1.61%

問12 被災時にアレルギー疾患の対応が可能な

病院・医院のリストなどを作成していますか

作成している

作成していない

無回答
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75%と多い事実はそれを反映しており、食物アレル

ギー患者が災害時要配慮者であるという認識が浸透

しつつあることを示していると思われた。 

一方でアレルギー用ミルクの備蓄が半数にとどま

る、災害対応部署と保健活動部署での情報共有が不

十分である、被災生活が長期に渡る場合の想定がな

されていないなど詳細に関しては、不十分である現

状も把握できた。 

現時点での解析はⅠと同様不十分で、今後層別化

解析などにより、より細かいニーズを抽出する予定

である。 

今後の課題を下記に列挙する。 

・アレルギー除去食品、アレルギー用ミルク備蓄情報

公開の推奨 

・平時よりアレルギー対応食品の備蓄についての災

害対応部署と保健活動部署の情報連携の推奨 

・患者カード、サインプレート、災害用アレルギービ

ブスなどの紹介 

・避難生活が長期になった際にアレルギー患者に起

こり得る事例などの紹介 

・アレルギー疾患の基本的な知識の普及 

・アクセスしやすく、わかりやすいマニュアルの作成 

・既存資材の周知 

・アレルギー対応可能な医療機関のリストアップ 
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(4) アレルギーポータル 
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Ｅ．結論 

今回 2つのアンケートにより、行政のアレルギー対

策における課題とニーズを抽出することができた。

今後さらに詳細に分析を行い、課題を解決し、ニー

ズを満たすプロダクトを作成する必要がある。 
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